
 

 

監査結果（包括外部監査）に係る措置通知書 

 

こども若者局  （令和５年度） 

監 査 結 果 

（指 摘 事 項） 
改 善 措 置 

根拠法令等の存在確認について 

 

事業概要に記載されている根拠法令等

については、その存在や実施期間等を正し

く確認し、記載すべきであり、存在しない

もの若しくは実施期間を超過したもの等

については、記載してはならない。例年記

載されている根拠法令等であるから継続

して記載していたと考えるが、根拠法令等

だからこそ、確認を怠ってはならない。根

拠法令等は市職員が事業を実施するにあ

たり依るべきものであり、事業実施の前提

となるものであるため、根拠法令等につい

ての存在や実施期間については、十分な確

認作業をすべきである。 

 

① 令和６年度からの事業概要の作成に当

たっては、根拠法令等の確認作業につ

いて、担当者を含め複数人で行うこと

とした。 

 

② 局全体で根拠法令等の確認の徹底が図

られるよう、原稿作成を依頼する際の

通知文に①の旨を記載し、局内各課に

周知した。 

局内周知日 令和６年５月 31 日 

 

③ ①・②を実施の上、「保育所における質

の向上のためのアクションプログラ

ム」の削除をはじめとして、根拠法令

等が正しく記載された令和６年度事業

概要を作成した。 

 


